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1．序論

1－1．CSRの「重さ」

「ソーシャル・マーケティング」という概念には大きく2つの流れがある。ひとつ

はKotler（1975）の提唱する「非営利組織のマーケティング」である。これはマネ

ジリアル・マーケティング手法を非営利組織のマーケティング活動へ適用することが

主眼である。もう一方は，Lazer& Keller（1973）の提唱するように，マネジリア

ル・マーケティングに「社会的責任」の側面を組み込むことを主眼としている，所謂

「社会志向型マーケティング」である。2000年以降に活発な議論の対象となった

CSR（CorporateSocialResponsibility：企業の社会的責任）は，後者の流れを汲

みながら，対象を全ての「ステークホルダー」へと広げ，「社会的責任投資�」などの

経営財務視点にまで拡大した捉え方である。 従って，このCSRをマーケティングの

文脈で語ることに対して，そもそもテーマが大き過ぎると感じる上，別種の違和感を

もつことがある。この違和感は次の2つの見解が存在することから生じると思われる。

一方は，CSRの企業が果たす役割についての「範疇」や「重さ」についての見解

である。

まずDrucker（2000）がCSRに関して「現代の組織は，それぞれの分野において，
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社会に貢献するために存在する。」さらに，「組織が社会や地域のなかの存在である以

上，マネジメントにとって重大な関心事たらざるをえない。」というように，マーケ

ティングという枠を超えたテーマとして捉えられているということが挙げられる。ま

たDrucker（2000）は，社会的責任はマネジメントの問題であると同時に，「経済的

な能力の限界を無視して，経済的に負担しきれない社会的責任を引き受けたとき，そ

の企業は必ず苦境に立たされる。」と企業の社会的責任の限界について論じている。

つまりマーケティングはおろか企業経営全体としても，その「重さ」を支える企業体

力とのバランスについてさえ言及している。またかつてマーケティングの泰斗，

Levitt（1958）は，企業が社会的責任を伴った活動に注力し過ぎることに否定的な

主張を展開したとされる。さらにHayek（1960）も企業の貢献と称した「社会への

干渉」に否定的であったとされる。彼らはいずれも，企業は本業としての利潤の追求

という枠の中で社会的に存在価値を提供すればよい，という主張であった。

しかしその一方，企業や製品の「ブランド」がマーケティング競争上の大きな資産

である以上，到底無視できない課題であるという見解がある。つまり，「差別化要因」

としてのCSRであり，「強いブランド育成」としてのCSRの必要性である。かつて

は「御為ごかし」，すなわち偽善的に振舞っているに過ぎないという批判に対し，意

図的に社会貢献的活動を回避した企業もあったようである（Kotler& Lee2005）

が，CSR活動に注力するリスクより，注力しないことで他社の後塵を拝す競争上の

リスクを考慮すれば，何らかの活動をせざるをえない，という意思決定を下す企業が

多いのも合点がいく。中には「コーズリレイテッド・マーケティング」（売上の一部

をCSR活動の一部に充当させるなどの顧客寄付による手法）などの，さほど「重く」

ならない手法を上手く取り入れている企業もある。しかしこの点において，マネジメ

ントの泰斗であるPorter（2013）は，あたかも経営サイドの苦しい胸の内を見透か

したかのように「CSR活動は本来の事業とほとんど結びついておらず，その多くは

自社のイメージ向上を主眼としている。」と，むしろ表面的なコミュニケーション活

動の枠に留まっていると揶揄していることは皮肉である。組織として前述のDrucker

が主張する「重さ」との板挟みに陥り，過負荷であることの本質を言い当てている

のであろうか。この企業側の板挟み状態に対し，Porter（2013）はまた「社会貢献

の成果は，－（中略）－企業が取り組もうと決めた社会問題がどう解決されたか，その

結果によってのみ評価される」と手厳しい。

1－2．新たなCSRを巡る議論

Porter（2013）は昨今，「社会の利益と企業の利益を一体化させて，共通価値

（CreatingSharedValue:CSV）を生みだし，それを独自の競争優位性とする」

という，CSRの「重さ」を逆手に取る模倣困難な戦略を提唱している。すなわち社
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会の利益は，自社のコスト削減につながり，このようなイノベーティブな活動が先行

者ブランドとしての差別化された独自のポジションを確立するために作用するという

理屈である。Porter（2013）はこのCSVの視点から，CSRはマーケティング活動を

含めた企業の競争優位性の源泉になりえるテーマであるにも関わらず，実態として

「戦略性」をもって取り組んでいる企業は稀であると指摘していると思われる。この

ように1950年代まで遡るCSRを巡る議論は，企業の社会への積極的な関与について

否定的な主張，社会志向のマーケティングの重要性を主張，またCSRの「重さ」を

認識した上で経営判断すべきという議論がなされた上で，成熟市場における競争上の

観点から「何らかの活動をしている」とアピールする必要に迫られる時代を経て，今

まさに，その「重い」CSR活動こそが，逆に誰にも真似ができるものではない「機

会」と捉えて競争優位を図ることが可能である，という主張へと変遷しているように，

時代や環境を変えながらも議論の対象としての注目度は高い。

1－3．本稿の目的（CSR活動と情報発信）

CSRを巡る議論は，企業が必要以上に社会へ関与すべきではないという否定論を

除いては，視点の違いこそあれ，「社会的責任」について何らかの情報発信をする，

という点において一致している。Porter（2013）のCSVも，少なくとも結果として

情報発信しない限り「差別化された独自ポジション」は確立できないのである。「あ

しながおじさん」であろうとする匿名による善行こそCSRであるなどと主張するも

のはいない。CSRにおける情報発信は，勿論自社の「良い行い」についてのものば

かりではない。この点Drucker（2000）は，CSRの問題は，2つの領域において発

生すると述べている。ひとつは①それぞれの組織自身が社会的に与える影響から発生

する。これは組織が社会に対し行ったことに関わる責任を指しており，一般的には

「不祥事」「環境問題」が該当しよう。もう一方は②社会自体の問題として発生する。

すなわち組織が社会のために行えることに関わる責任であり，一般的には「社会貢献」
・・・・・・・・・・・

がこれに当たると思われる。特に①の「不祥事」は，問題の社会的影響のレベルにも

よるが，企業自身が対応を誤った場合，社会的評判の低下に留まらず，メディアを通

じて事の重大さが社会全体に浸透することで，企業の存続すら危うい事態を招くこと

もあることについては過去の事例が証明している。不祥事の真っただ中にある状況下

では，被害等を最小化するための情報発信は，まさに責任問題である上，事後のコミュ

ニケーションにおいても，その種類や影響のレベル，対応者，さらに情報発信するメ

ディアの選択や内容（原因，経過，結果，影響について事実に基づく見解等への誠実

性）によって大きく変わる。

（表1）は，昨年の企業の「不祥事」について，大きく社会問題となったものであ

る。いずれも大企業であり，12社ほどではあるが，企業各社にとっては決して他人

CSRコミュニケーションにおけるメディア選択
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事ではない頻度であり，影響度合も小さくないものであろう。

表1 2013年度の企業不祥事 事例

本稿ではDruckerのCSR分類を一歩進め，①については，「不祥事への対処」につ

いての情報発信活動を，社会にもたらした諸問題，すなわちマイナス状態からの「リ

カバリー」のコミュニケーション（便宜上（－）と表記），「環境問題への対処」につ

いての情報発信活動は，企業は何らかの環境への悪影響をもたらす存在と認めた上で，

それらを相殺すべく努力することから「オフセット」のコミュニケーション（便宜上

（±）と表記），②の「社会貢献活動」についての情報発信活動は，利潤の一部を自発

的に社会に還元することから，「リダクト」のコミュニケーション（便宜上（＋）と

表記），とそれぞれ位置付ける。その上で本稿の目的は，企業のマーケティング活動

やブランドイメージ，経営全体まで及ぶ大きなテーマであるCSRコミュニケーショ

ンについて，CSR活動のタイプ（不祥事，環境問題への取り組み，社会貢献活動）

によって，どのようなメディアを通じた情報発信が評価されるのか，消費者視点（消

費者への質問票による）の定量データをもとに実証することとする。

2.検討の枠組みと仮説

2－1．CSR情報発信メディアの分類－トリプルメディア－

CSR情報を発信する，あるいは発信される際のメディアについて整理をする。本

稿ではソーシャルメディアが台頭して以降のメディア分類である「トリプルメディア」

の考えに依拠して考察を加える。「トリプルメディア」とは，マスメディア広告等を

代表とする，対価を払って情報発信する「ペイド（Paid）メディア」，企業のホーム
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ページ（HP）やパンフレット，あるいはステークホルダー向けのCSR報告レポート

のような自社で所有，自社で制作して情報発信する「オウンド （Owned）メディア」，

ソーシャルメディア，掲示板，またマスメディア内のパブリシティや記事など，消費

者による発信や推奨，また企業の支配が及ばないメディア企業の判断による情報発信

などを中心とした「信頼や評判を得る」メディアとして，「アーンド（Earned）メディ

ア」の3タイプのメディア分類とそれらメディアの相互連携を指し示す。その上で

（表2）において，トリプルメディアごとの発信情報の特性を整理する。「ペイドメディ

ア」は購入メディアであり，発信する情報（広告コンテンツ等）の制作は極めて綿密

に自社内で調整される，従ってその情報は主体的であり，速報性は持ち得ていない。

印刷媒体に関して言えば，情報内容はやや詳細である。マスメディアのため発信エリ

アのカバレッジ�は広く，リーチ�は大きい。管理や制御性は高く，主体的情報ゆえ信

頼性はやや落ちるであろう。「オウンドメディア」は自社メディアと自社制作コンテ

ンツゆえに，その発信情報は主体的である。速報性はWebの場合比較的早い，且つ

詳細に記述することができる。リーチはさほど期待ができない。自社メディアのため

管理や制御性は高く，主体的情報ゆえペイドメディア同様信頼性はやや落ちる。「アー

ンドメディア」は大きく「マス・パブリシティ型」と「ソーシャルメディア型」に分

けることができる。「アーンドメディア」はそのいずれのタイプも情報の客観性が高

く，管理や制御は基本できない。「マス・パブリシティ型」は，速報性を期待できな

いが詳細性が高い，マスメディアのためにリーチ範囲は広い。客観情報ゆえに情報の

信頼性は比較的高い。「ソーシャルメディア型」は，速報性が高く，詳細性は第三者

が発信元の場合基本的に低い。リーチ範囲は情報のニュース性によって変わると思わ

れる。情報の信頼性は，自社が発信元の場合，第三者が発信元の場合，いずれもさほ

ど高くはないと思われる。

表2 トリプルメディアの特性

CSRコミュニケーションにおけるメディア選択
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2－2．消費者視点の企業評価イメージによる分類

次に検討の枠組みと仮説の導出を行う。その前提として，①前述の「トリプルメディ

ア」の分類の妥当性の検証，②消費者が評価する企業について，そのイメージによる

分類，という2点の作業を進める。作業における消費者からの回答集計データは，

「財団法人吉田秀雄記念事業財団」が平成20年に実施したオムニバス調査結果の一部

『企業の社会的責任（CSR）と企業評価』�結果を活用させていただいた。調査の概要

は次のとおりである。

【調査概要】

�．調査地域：首都30㎞圏

�．調査対象：満15歳 ～65歳の一般男女個人

�．抽出方法：ランダムロケーション/クォータサンプリング�

事前に調査のお願い状を配布し，実施期間中に，該当年齢者を説得し，了解を得て調

査票を留め置き，回収する方法をとった。

�．調査方法：調査員の訪問による質問紙の留め置き・回収調査

�．実施期間：※いずれも平成20年

・調査お願い配布：6月6日～6月12日

・調査実施 ：6月12日～6月23日

・集計完了 ：7月24日

�．回収数：779名

�．分析数：720名

分析対象数は，記入の不備票や遅れ票等を除いて決定した。

	．母集団構成：（表3）の通り

表3 回収データの母集団構成

まず集計データを元に，消費者がCSRコミュニケーションにおいて評価するメディ

アについて，（表2）におけるトリプルメディア分類の妥当性を検証するため因子分

析を行った。その結果（表4），4つの潜在因子を抽出することができた。これらはそ
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れぞれ（表2）におけるペイドメディア，オウンドメディア，アーンドメディア（マ

ス・パブリシティ型・ソーシャルメディア型）の4タイプに該当することが，その定

義からも確認できた。

表4消費者がCSRコミュニケーションにおいて評価するメディア 因子分析結果

（＊因子抽出法/主因子法 ＊回転法/Kaiserの正規化を伴うバリマックス法）

さらに集計データを元に消費者が評価する企業のイメージについて，（表5）のよ

うに因子分析を行った。その結果6つの潜在因子の抽出ができた。さらに独立性の高

い潜在因子に束ねるため再度因子分析を試み，3つのタイプの消費者評価の高い企業

イメージ群に収束させた。結果「マーケティング優位型」「（将来）ビジョン優位型」

「インプレッション優位型」の3因子を提示する（表6）。

2-3.仮説提示

CSRの3タイプ「不祥事」「社会貢献」「環境問題への取り組み」と（表6）の企業

イメージのタイプごとの分類に対し，それぞれの企業が情報発信をする場合に評価を

期待できるメディアについて，前述（表2）に示したトリプルメディアの特性を考慮

した場合，適切であると想定されるメディアを充当した。まず「マーケティング優位

型」企業の場合，「（－）不祥事」（リカバリーコミュニケーション）では自社のメディ

アで自社の製品や販売などについてじっくり原因や経過，および結果について詳細に

情報を提示する必要，また自らの制御下で表現することが可能なことなどから，「オ

ウンドメディア」が適切であるとした。「（＋）社会貢献」（リダクトコミュニケーショ

ン）の場合，「マーケティング優位型」企業は本業の成果への評価が高いことから，

CSRコミュニケーションにおけるメディア選択
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自ら主体的に発信せず，情報の客観性，評価を得るメディアとして「アーンドメディ

ア」特にマス・パブリシティ型が適切であるとした。さらに「（±）環境問題への取

り組み」（オフセットコミュニケーション）の場合，自社のメディアで自社の製品や

販売などの影響や自社製品を巡る環境問題へ主体的に言及できるため「オウンドメディ

ア」が適切であると判断した。次に「（将来）ビジョン優位型」企業は，「（－）不祥

事」（リカバリーコミュニケーション）では「マーケティング優位型」企業同様，自社

のメディアでじっくり原因や経過，および結果について詳細に情報を提示する必要，

また自らの制御下で表現することが可能なことなどから，やはり「オウンドメディア」

が適切であるとした。「（＋）社会貢献」（リダクトコミュニケーション）の場合では，

「ビジョン優位型」企業は，将来の事業展望などが評価されていることから，オウン

青 木 孝 次
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表6消費者が評価する企業イメージ因子分析結果②

（＊因子抽出法/主因子法 ＊回転法/Kaiserの正規化を伴うバリマックス法）

表5消費者が評価する企業イメージ因子分析結果①

（＊因子抽出法/主因子法 ＊回転法/Kaiserの正規化を伴うバリマックス法）



 

ドメディアなどの自社メディアでじっくりアピールするとともにペイドメディアを積

極的に活用することで期待感を醸成するメディア選択が妥当と思われる。「（±）環境

問題への取り組み」（オフセットコミュニケーション）の場合も「（＋）社会貢献」同

様，詳細情報の提供と積極的アピールを図るためオウンドメディアとペイドメディア

の併用が適切であるとした。最後に「インプレッション優位型」企業であるが，好感

度などの印象ポイントの評価の高い企業であることから，「（－）不祥事」（リカバリー

コミュニケーション）など印象マイナス要素の大きい事案においては主としてペイド

メディアを積極活用して，できるだけ印象の維持を目指すべきであるとともに，オウ

ンドメディアでじっくり原因や経過，および結果について詳細に情報を提示する必要

があるとした。「（＋）社会貢献」（リダクトコミュニケーション）および「（±）環境

問題への取り組み」（オフセットコミュニケーション）はいずれも「（－）不祥事」

（リカバリーコミュニケーション）の場合の逆で，オウンドメディアなどの自社メディ

アを主として活用することで論理的に好印象を演出するとともに，ペイドメディアを

補完的に最大限活用することで感性的に好印象に訴えることでインプレッション優位

が醸成できるとした。以上について（表7）のとおり仮説をまとめ提示する。

表7 仮説表

【仮説】

H1－1：「マーケティング優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信において，

オウンドメディアの活用が評価を高める。

H1－2：「マーケティング優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信におい

て，アーンドメディア特にマス・パブリシティの活用が評価を高める。

H1－3：「マーケティング優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の情

報発信において，オウンドメディアの活用が評価を高める。

H2－1：「ビジョン優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信において，オウ
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ンドメディアの活用が評価を高める。

H2－2：「ビジョン優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信において，オ

ウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。

H2－3：「ビジョン優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の情報発信

において，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。

H3－1：「インプレッション優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信におい

て，ペイドメディアおよびオウンドメディアの活用が評価を高める。

H3－2：「インプレッション優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信にお

いて，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。

H3－3：「インプレッション優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の

情報発信において，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を

高める。

3.仮説検証と結論

3－1.仮説検証

提示した仮説枠組みに沿って検証するため，CSRの3タイプ「不祥事」「社会貢献」

「環境問題への取り組み」それぞれについて，企業イメージのタイプごとの分類を目

的変数（y）とし，それぞれの企業が情報発信をする場合に評価を期待できるメディ

アを説明変数（x）とする重回帰分析を行った（説明変数間に多重共線性は見られな

かった）。結果は（表8）のとおりとなった。「マーケティング優位型」企業の場合，

「（－）不祥事」では仮説どおりオウンドメディアが支持された。一方アーンドメディ

ア（ソーシャルメディア型）は利用評価がマイナス傾向となった。「（＋）社会貢献」

でも仮説どおりアーンドメディア（マス・パブリシティ型）が支持された。一方ペイ

ドメディアへの利用評価はマイナス傾向となった。「（±）環境問題への取り組み」で

は仮説のオウンドメディアが棄却され，アーンドメディア（マス・パブリシティ型）

の活用が評価されるとの結果となった。「ビジョン優位型」企業においては，「（－）

不祥事」では仮説どおりオウンドメディアが支持された。またアーンドメディア（ソー

シャルメディア型）も10％有意水準ながら評価傾向にあった。「（＋）社会貢献」で

も仮説どおりオウンドメディアが支持された一方で，ペイドメディアの活用は棄却さ

れた。「（±）環境問題への取り組み」では仮説どおりオウンドメディアが支持された

一方で，ペイドメディアの活用は棄却された。最後に「インプレッション優位型」企

業では，「（－）不祥事」において，仮説は棄却され，オウンドメディア利用がマイナ

ス評価，またアーンドメディア（ソーシャルメディア型）が10％有意水準ながら評

価傾向にあった。「（＋）社会貢献」では，ペイドメディアが支持された一方，主とし

青 木 孝 次

―10―



て活用されるとしたオウンドメディアの活用は棄却され，むしろマイナスの評価となっ

た。「（±）環境問題への取り組み」では，仮説に反しオウンドメディアの活用はむし

ろ評価を高めないという結果となり，棄却された。一方ペイドメディアは仮説どおり

支持された。またアーンドメディア（ソーシャルメディア型）も10％有意水準なが

ら評価傾向にあった。

表8 検証結果

3－2．結論

本稿の目的は，企業のCSRコミュニケーションについて，CSR活動のタイプ「不

祥事」（リカバリーコミュニケーション），「環境問題への取り組み」（オフセットコミュ

ニケーション），「社会貢献活動」（リダクトコミュニケーション）によって，どのよ

うなメディアを通じた情報発信が評価されるのか，消費者視点から定量的に考察する

ことであった。

あらためて仮説の検証結果を次のとおり示す。（支持については○，一部支持につ

いては△，全て棄却については×で示した。）

【仮説検証結果】

H1－1：「マーケティング優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信において，

オウンドメディアの活用が評価を高める。⇒支持 ○

CSRコミュニケーションにおけるメディア選択
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H1－2：「マーケティング優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信におい

て，アーンドメディアの活用が評価を高める。⇒支持 ○

H1－3：「マーケティング優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の情

報発信において，オウンドメディアの活用が評価を高める。⇒棄却 ×

H2－1：「ビジョン優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信において，オウ

ンドメディアの活用が評価を高める。⇒支持 ○

H2－2：「ビジョン優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信において，オ

ウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。⇒オウンドメ

ディアは支持，ペイドメディアは棄却。△

H2－3：「ビジョン優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の情報発信

において，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。

⇒オウンドメディアは支持，ペイドメディアは棄却。△

H3－1：「インプレッション優位型」企業では「（－）不祥事」の際の情報発信におい

て，ペイドメディアおよびオウンドメディアの活用が評価を高める。⇒いず

れも棄却 ×

H3－2：「インプレッション優位型」企業では「（＋）社会貢献」の際の情報発信にお

いて，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を高める。⇒ペ

イドメディアは支持，オウンドメディアは棄却。 △

H3－3：「インプレッション優位型」企業では「（±）環境問題への取り組み」の際の

情報発信において，オウンドメディアおよびペイドメディアの活用が評価を

高める。⇒ペイドメディアは支持，オウンドメディアは棄却。 △

以上仮説を検証することで，自社企業の消費者の目から評価されているポイントを

自覚した上で，「不祥事」（リカバリーコミュニケーション），「環境問題への取り組み」

（オフセットコミュニケーション），「社会貢献活動」（リダクトコミュニケーション）

それぞれのCSRコミュニケーションにおいて，消費者からの評価が高まると考えら

れるメディアの活用をある程度特定する作業が試みられた。特に今回の分析によって，

「マーケティング優位型」企業の「（－）不祥事」時のソーシャルメディアの利用がマ

イナス評価であり，「（＋）社会貢献」へのマス広告等のペイドメディアの利用がマイ

ナス評価となった。また「インプレッション優位型」企業は，消費者から好感度など

の印象度の評価の高い企業であるためか，主体的メディア利用であるオウンドメディ

アの利用評価について全てのCSRコミュケーションタイプでマイナス評価となった。

その一方「（＋）社会貢献」「（±）環境問題への取り組み」においては，マス広告等

のペイドメディアのコンテンツ内に上手く情報を入れ込むことで，企業の印象度の評

価向上をもたらすことが示唆された。
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結語

本稿の冒頭で述べたように，企業のCSR活動について，一切情報を伏せるという

選択をする企業はないであろう。特に「不祥事」時のリカバリーコミュニケーション

対応を誤ると，大きく企業価値を棄損するという例は枚挙に暇がない。良きにつけ悪

しきにつけCSRコミュニケーションにおけるメディア選択という本稿のテーマは，

企業内部で予め確認しておき，実際の情報発信時に活かすべきであると考える。消費

者は存外企業の対応に敏感であるし，特に重要度の高い事案である場合は，かなり厳

しい視線を投げかける存在でもある。押し付けがましいアピールや，情報の信頼性の

欠如など，メディアを通じて企業を評価しているということを肝に銘じるべきであろ

う。

最後に，本稿は財団法人吉田秀雄記念事業財団による2008年度オムニバス調査

（「企業の社会的責任（CSR）と企業評価）」結果データの利用許諾を得て分析させて

いただいた。改めて感謝申し上げる。

注記

� 社会的責任投資（SociallyResponsibleInvestment）とは，「企業への株式投資の際に，財務

的分析に加えて，企業の環境対応や社会的活動などの評価，つまり企業の社会的責任の評価を

加味して投資先企業を決定し，かつ責任ある株主として行動する投資手法」（NPO法人 社会的

責任投資フォーラムHPより）とされる。

� mediacoverage:当該メディアによる情報の到達範囲。

� mediareach:当該メディアによる情報の到達人数。

� 詳細については，「付帯資料」を参照。

� 標本の「割当て抽出法」。母集団を性別・年齢ごとに分割し，人口統計に従った割合で抽出する

調査手法。
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